
県 有 財 産 賃 貸 借 契 約 書 

 

奈良県を甲とし、   を乙として、甲乙両当事者は、次のとおり県有財産に係る賃貸借

契約を締結する。 

 

（信義誠実等の義務） 

第１条 甲乙両当事者は、信義を重んじ誠実に本契約を履行しなければならない。 

２ 乙は、貸付物件が県有財産であることを考慮し、適正に使用するように留意しなけ

ればならない。 

（貸付物件） 

第２条 甲は、その所有に係る次の土地を、乙に貸付する。 

所 在   

数 量   

（指定用途） 

第３条 乙は、貸付物件を○○の用に自ら供しなければならない。 

（貸付期間） 

第４条 貸付期間は、令和 年 月 日から令和 年 月 日までとする。 

（貸付期間は当該年度内の期間とする） 

（期間の更新） 

第５条 期間の更新は行わない。 

（貸付料） 

第６条 第４条に定める貸付期間に係る貸付料は、     円とする。 

（貸付料の納入期限） 

第７条 乙は、前条に定める貸付料を、甲の発行する納入通知書により納入期限までに納入

しなければならない。 

（物件の引渡し） 

第８条 甲は、第４条に定める貸付期間の初日に本物件を引渡す。 

（禁止用途） 

第９条 乙は、貸付物件において次の行為をしてはならない。         

（1） 暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者がその活動のために利用する等公序 

良俗に反する用途に用いること 

（2） 風俗営業、政治的・宗教的中立を損なう用途、その他社会通念上不適切と判断さ 

れる用途に用いること  

(3)  破壊的団体等がその活動のために利用する等公序良俗に反する用途に用いること 

(4)  秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認められる行 

為を行うこと 

(5)  集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織の利益になると認

められる行為を行うこと 

(6)  産業廃棄物置場、砂利・砂・残土置場、振動・騒音・悪臭等著しく近隣の住環境 

を損なう可能性がある用途に用いること 

(7)  建物を建設すること（一時使用目的の建物、臨時設備、工作物は除く） 

(8)  土地の掘削、盛土等の形状変更  

(9)  その他、管理上または環境保全上、不適切と判断されるもの等、県有地の貸付に 

適さない用途に用いること 

(10) 貸付物件の一部若しくは全部を第三者に転貸し、又は使用させること  

(11) 貸付物件の賃借権を譲渡すること 

 

 



（物件保全義務等） 

第１０条 乙は、善良な管理者としての注意をもって貸付物件の維持保全に努めなけれ 

ばならない。 

２ 乙は、貸付物件が天災その他の事由によって損壊し、第三者に損害を与えた場

合には、その賠償の責を負うものとする。 

（実地調査等） 

第１１条 甲は、第９条又は前条に規定する義務に違反したとき、及びその他甲が必要と

認めるときは、乙に対して実地に調査し、又は参考となるべき資料その他の報告

を求めることができる。この場合において、乙はその調査を拒み若しくは妨げ、

又はその報告を拒み若しくは怠ってはならない。 

（契約不適合責任） 

第１２条  甲は、この契約締結後、貸付物件が種類・品質等に関して契約の内容に適合し

ないものであるときも、乙に対して責任を一切負わず、乙は、甲に対して何らの

請求もできない。 

２ 甲は、貸付物件の土壌汚染その他の汚染に関する調査を実施しないものとし、

貸付物件の引渡し後において当該貸付物件に関して土壌汚染その他の汚染があ

ることが判明した場合においても、乙は、甲に対して当該汚染の浄化費用の負担、

貸付料の減免若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることができないも

のとする。 

３ 乙が消費者契約法（平成１２年法律第６１号）第２条第１項に規定する消費者

である場合にあっては、本条第１項、第２項は適用しない。 

（契約の解除） 

第１３条 甲は次の場合には、この契約を解除することができる。この解除があった場合

においては、乙は異議なく土地を明け渡さなければならない。 

(1) 乙が貸付料の支払いを怠ったとき。 

(2) 甲又は国、他の地方公共団体その他公共団体において公用又は公共用に供する

ため貸付物件を必要とするとき。 

(3) 甲において貸付物件の運営方針に変更が生じたとき。 

(4) 乙が、奈良県未利用地の一時貸付要領２に定める申請資格要件の①～⑪のいず

れかに該当したとき。 

(5) 乙がこの契約に違反したとき。 

２ 乙は、第４条に定める貸付期間にかかわらず何時にても、この契約を解除する

ことができる。 

３ 甲が売却等により貸付物件の所有権を移転した場合には、甲はこの契約を新た

な所有者に引き継ぐことなく解除し、乙に通知するものとする。この場合におい

て、乙は貸付物件の返還について新たな所有者と協議するものとする。 

（暴力団等排除に係る解除） 

第１４条 甲は、乙が次に該当するときは、この契約を解除することができるものとする。 

(1) 法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法人にあっ

ては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあって

は法人の役員等と同等の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはその者

及び支店又は営業所を代表するものをいう。以下同じ。）に暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第

２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではな

いが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持

ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力

団関係者」という。）がいると認められるとき。 

(2) 暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその法人等の経営



又は運営に実質的に関与していると認められるとき。 

(3) 法人等の役員又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等

が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用する等していると認

められるとき。 

(4) 法人等の役員又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営

若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜

を供与する等暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

(5) 法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべ

き関係を有していると認められるとき。 

(6) 法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であること

を知りながら、これを利用する等していると認められるとき。 

（解除による損害の負担） 

第１５条 第１３条又は前条に掲げる事由により甲がこの契約を解除した場合において乙

に損害が生じても、これに関し乙は甲に何らの請求をしないものとする。 

（原状回復） 

第１６条 乙は、貸付期間が満了したとき、第１３条又は第１４条の規定による解除により

この契約が終了したときは、自己の負担で、直ちにこの土地を原状に回復して甲に

返還しなければならない。（事前に甲の承認を受けた場合はこの限りでない。） 

（損害賠償等） 

第１７条 乙は、本契約に定める義務に違反したため、甲に損害を与えたときは、その損害

を賠償しなければならない。 

（有益費等の放棄） 

第１８条 乙は、この土地に投じた有益費又は必要費があっても、これを甲に請求しないも

のとする。 

（経費の負担等） 

第１９条 この契約に関する一切の費用は、乙の負担とする。 

２ 乙が貸付物件を使用するにあたっての貸付物件内の責めについては、乙が責任

をもって処理するものとする。 

（法令等の規制の遵守） 

第２０条  乙は、貸付物件の法令等の規制を熟知の上、この契約を締結したものであるこ

とを確認し、貸付物件を利用するに当たっては、当該法令等を遵守するものとする。 

（管轄裁判所） 

第２１条 この契約に関して生じた甲乙間の紛争については、奈良地方裁判所を第一審の

専属的合意管轄裁判所とする。 

（疑義の決定） 

第２２条 この契約に関し疑義が生じたとき、又はこの契約に定めのない事項については、

甲乙協議のうえ決定する。 

 

上記契約を証するため、本書２通を作成し、双方記名押印のうえ、各自その１通を保有す

る。 

 

令和 年 月 日 

 

甲  奈良市登大路町３０番地 

 

奈良県知事  山下 真 

 

乙   


